
令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Delivery Period : From 1 April 2027 th‑

rough 31 March 2028 (additional auto‑

renewal up to 4 times)

 Delivery place : Yamanashi Partner Cen‑

ter JAPAN POST BANK Co., Ltd.

 Time Limit of tender : 5 : 00 PM 6 No‑

vember 2026

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualifications by

JAPAN POST BANK Co., Ltd. For partici‑

pating in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact point for the notice : Kousuke

Honda, Accounting Department, Yoko‑

hama Postal Savings Operation Center,

381 Chigasakichuou Tsuzuki‑ku Yoko‑
hama City, Kanagawa Pref. 2248794
Japan. TEL 0459458116

入札公告の変更
令和８年９月 14 日

独立行政法人 海技教育機構
理事長 佐々 明

◎調達機関番号 604 ◎所在地番号 14
１ 掲載日 令和８年５月29日（号外政府調達第
221号）
２ 変更内容 24頁１段目、１中「Ａ重油
150」を「Ａ重油120」に、１中「令
和８年９月25日」を「令和８年９月26日」に、
３段目、５中「Fuel Oil A 150」を「
Fuel Oil A 120」に、５中「25 Sep. 2026」
を「26 Sep. 2026」に、それぞれ変更します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、電子契約システム対象案件である。
令和８年９月 14 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 中川 研造

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第 24 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和８年度 東京国際空港空港ア
クセス鉄道開削部（立坑接続部）躯体築造工
事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）

 工事場所 東京都大田区羽田空港 東京国
際空港内
 工事内容 本工事は、東京国際空港空港ア
クセス鉄道開削部（立坑接続部）の仮設工、
土工、地盤改良工、本体工、撤去工、復旧工
及び調査工を施工するものである。
 工期 契約締結日から令和11年３月８日ま
で
 本工事は、入札時に「技術提案（工事全般
の施工計画）」を求め、価格と価格以外の要素
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式の試行工事である。また、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。ただし、電
子入札システムによりがたいものは、発注者
の承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札方式の承諾に関しては、関
東地方整備局総務部経理調達課に承諾願を提
出するものとする。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。また、紙契約方式の
承諾に関しては、関東地方整備局総務部経理
調達課に承諾願を提出するものとする。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下、
「申請書」という。）を提出した者に対し、見
積参考資料（金抜き設計書）を開示する工事
である。
 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65
点未満であった場合、当該工事成績評定通知
の通知月から起算して１年間に行われる関東
地方整備局（港湾空港関係）の発注する工事
の入札において、総合評価落札方式の評価点
等を減じる試行対象工事である。ただし、事
故減点は原則適用外とする。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局（港湾空港関係）が

発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。
 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。（詳細は入札説明書によ
る。）
 本工事は、「主任（監理）技術者等未経験の
技術者を配置」、「快適な職場環境の整備」に
ついて工事成績評定で評価する工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、中間前金払に代わり、出来高に
応じた部分払を選択することができる「出来
高部分払方式」の対象工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（「個別合意方式」とい
う。）を基本とするが、受注者の希望により、
単価を一括的に合意する方式（「一括合意方
式」という。）も可能とする。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionの取組において、BIM／CIM
（Building／Construction Information Mo‑
deling, Management）を適用することで、
調査・測量・設計・施工・維持管理等の建設
事業の各段階に携わる受発注者のデータ活

用・共有を容易にし、建設事業全体における
一連の建設生産・管理システムの効率化を図
ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事
（発注者指定型）である。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて、熱中症対策に資する現場管理費の補正
を行う試行工事である。
 本工事は、契約締結後に「積算の内訳」を
示す資料を公表する工事である。「積算の内
訳」については、契約後に適宜、次の場所で
公表する。
関東地方整備局港湾空港部ホームページ
「発注情報→３．公表資料→工事設計書・業
務設計書の公表」
https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/bid/

08sekkeisyo.html

 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用モデル工事の試行対象工事である。試行内
容の詳細は、特記仕様書によることとする。
 本工事は、競争参加資格通知時に発注者が
想定している概略工程表を開示する工事であ
る。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業その他これに準ずる企業等を評価する
工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、第三者による適正性をチェックす
る試行工事である。
 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
令和７・８年度一般競争参加資格業者のうち
空港等土木工事の資格決定を受けている者で
あること
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